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京都大学大学院高橋勇介です．コメントを
担当いたしますが，今回は，お二人の先生の
ご報告に関連した私なりの報告をさせていた
だき，最後に議論したい点を挙げさせていた
だきたいと思います．
中村先生から，フレキシキュリティ・アプ
ローチについてご報告がありましたが，日本
においては 2005 年辺りから研究が進んでお
り，非常に関心が集まっている政策です．フ
レキシキュリティ・アプローチは，活発な労
働移動と手厚い社会保障・積極的労働市場政
策の補完関係から成り立っています．なお，
手厚い社会保障というのは社会扶助ではあり
ません．レーン・メイドナーモデル，すなわ
ち，働かない者には保障はしないという原則
が貫かれております．このような原則の下で
は，失業給付自体が積極的労働市場政策の一
部になっていると解釈できます．また，スウ
ェーデンでは，「殻の保障」から「翼の保障」
への転換，すなわち，失業させないための職
業・教育訓練制度の充実が図られつつありま
す．しかし，デンマークとスウェーデンにお
いても，社会保障と積極的労働市場政策の縮
小など，不況期におけるフレキシキュリティ・
アプローチの問題点が浮き彫りとなってお
り，労働市場の柔軟性によって，非正規雇用
や長期的失業者が増加しているのではないか
と指摘されています．もちろん，デンマーク

やスウェーデンにおける社会保障の手厚さと
長期的失業者の割合の低さは EUの中でも着
目されている点は，留意すべきかと思います
が．
なお，積極的労働市場政策というとデンマ
ーク，スウェーデンばかりが目に浮かぶので
すが，特にフランス，ドイツなどを見ていま
すと，労働力の流動化・高度化を促す労働市
場政策として，在職者に対する職業・教育訓
練が重要視されています．すなわち，ケイン
ズ型の雇用創出政策から「社会的投資国家」
への転換です．失業の事後的な救済のみなら
ず，人的資本投資や失業の未然防止が重要視
されています．
さて，日本においてはどうでしょうか．日
本においては，労働市場の柔軟性を求める意
見が政府や研究者の中にも見られますが，非
正規雇用の増大などを鑑みると，やはり，社
会保障の整備と積極的労働市場政策の構築が
最優先であるというのが私の考えです．日本
における，社会保障の整備と積極的労働市場
政策の構築を議論する上で，「社会保障の財
源」，「正規・非正規間の格差」，「在職者向け
の職業・教育訓練と雇用維持制度の整備」と
いう 3つの論点を挙げました．
特にこの三つの問題を議論する上で，日本
の雇用保険制度のありかたに着目致しまし
た．久本先生がお話になりましたが，日本の

特 集 特集2　リーマン危機後の先進国における社会保障政策・労働市場政策の進展

コメント・報告「積極的労働市場政策構築と日本の社会保障制度の展望」
高　橋　勇　介（京都大学大学院経済学研究科）



－ 74 －

財政と公共政策　第 38 巻第 2号（通巻第 60 号）2016 年 10 月

雇用保険制度は失業等給付と，雇用継続給付
や教育訓練給付等々，さまざまな制度が付随
しております．失業等給付というのは明らか
に消極的労働市場政策ですが，一方で積極的
労働市場政策構築には不可欠だと考えていま
す．もう一つ，教育訓練給付制度と雇用保険
二事業は，積極的労働市場政策の要素を持つ
制度と考えられます．日本の社会保障と積極
的労働市場政策に対する支出の小ささは問題
となっておりますが，雇用保険事業の財源の
問題，特に，雇用保険制度の国庫負担をどう
すべきか（あくまで保険事業であるのか，北
欧並みに手厚い国庫負担をするのか）が議論
となります．また，雇用保険制度においては，
セーフティネットとしての機能拡充につい
て，正規・非正規間の格差が非常に問題とな
っていますが，これも議論として扱います．
失業の未然防止と雇用継続に関わる給付
や，事業の役割と今後の展望ということで，
この制度はいろいろあるのですが，久本先生
のご報告にもありました，教育訓練給付制度
と雇用保険二事業の二つに着目しました．そ
の基準としましては，在職者の職業・教育訓
練，雇用維持に対する直接的責任，ないし間
接的な補助制度としての役割が強いからで
す．
財源の問題について触れたいのですが，特
に国庫負担の議論を整理したいと思います．
雇用保険制度自体が戦後できたものですが，
戦前にも雇用保険構想はありました．憲政会
内閣のとき，1920 年と 1921 年に帝国議会で
発案されたのですが，結局成立しませんでし
た．背景には，失業者に対して金品を与える
ことは怠惰を助長させるという政府内の意見
や，負担を強いられることに対する財界の反

発がありました．特に注目すべきは，憲政会
内閣の法案というのは，財源は労使折半と国
庫負担で 3分割するという考えが根底にあっ
たわけです．1947年にようやく「失業保険法」
ができましたが，これは戦後のインフレ不況
への対応でした．ここで，組合管理方式にす
るのか，国営方式にするのかという論争があ
りましたが，結局国営方式が勝ちました．
賀川豊彦案と厚生省案の二つが存在しまし
たが，両方とも国庫負担は 3分の 1（労使折
半と国庫負担）で共通しており，前者には「相
互互助的精神」という文言も用いられていま
した．1974 年の「雇用保険法」になりますと，
国庫負担は 4 分の 1 になりました．1994 年
以降は雇用保険財政が赤字となりましたが，
ここで国庫負担を上げるよりは，保険料率を
引き上げて対応したわけです．2007 年度以
降は国庫負担の引き下げが行われ，本則の
55％（13.75％）になりました．ここで問題
となったのは，国庫負担を廃止してしまうか
どうか．失業というリスクに備えた雇用保険
事業なのか，それとも経済雇用政策の一環で
行うべきなのか．ここは議論の中核だと思い
ます．
失業保険の起源は，19 世紀のヨーロッパ
において労働組合が所属組合員に失業給付を
支給する制度でした．1901 年にベルギーの
ゲントで設立された制度を始め，失業保険基
金に国の補助金が交付されるようになりまし
た．日本においては第 2次世界大戦後の成立
であり，もともと民間からできたものでもあ
りませんし，後発的だったわけです．デンマ
ークとスウェーデンはゲント方式に手厚い国
庫負担，フランス，ドイツは労使折半の保険
事業と，国庫負担による失業扶助制度と財源
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が明確に分けられていますし，アメリカは連
邦と州の失業保険税が財源となっています
が，事業主負担の目的税とも考えられます．
日本はどうすればいいのかというと，特定
の率を決めるのではなくて，デンマーク，ス
ウェーデンのように保険料率で補えない部分
の補填，もしくは，フランス，ドイツのよう
に保険事業として運営し，失業扶助の導入を
検討するなどの方法が考えられます．2011
年に求職者支援制度が新設されたので，日本
においてはフランス，ドイツ型の制度が示唆
になるのではないかというのが，私の考えで
す．小倉波子先生も著書の中で，日本の雇用
保険料率の低さを指摘し，国庫負担を原則廃
止し，保険料率引き上げで対応することで，
失業の社会的費用が明確化するとし，フラン
ス・ドイツが「失業扶助制度」を別途に設け
ていることに着目していますね．また，スウ
ェーデンの労働市場保険料であったり，アメ
リカ失業保険税のように，財源を目的税化す
る，特に，日本の社会保障において，目的税
というのは非常に重要なのではないかと思い
ます．
正規・非正規間の格差の問題ですが，失業
保険制度の時代というのは，一律に 6カ月の
被保険者期間で 180 日の給付でした．となる
と，家計補助的労働者（季節労働者や女子労
働者）の濫用が目立ってしまいました．そこ
で雇用保険制度は年齢・被保険者期間・離職
理由など，給付条件の段階化が図られたこと
に加え，短時間労働者の扱いが幾度と議論さ
れました．具体的には，2009 年に至るまで，
さまざまな短期労働者のカテゴリーの変更が
行われました．最終的には所定労働時間 20
時間以上，フルタイム労働者の時間が 40 時

間なので，フルタイムの半分以上の労働が短
時間労働者となったわけです．ところが，雇
用保険の適用条件として，1年以上の雇用見
込みという条件が付加されました．2007 年
度以降は一般被保険者に統合され，週所定労
働時間が 2分の 1からフルタイム未満の労働
者にとっては，1年以上の雇用見込みという
条件が大きな問題となってしまい，非正規雇
用のセーフティネットからの排除が起こって
しまったと私は考えています．雇用保険制度
の変遷の過程で，短時間労働者を家計補助的
労働者として扱い，制度の対象外としたわけ
です．家計主体的な短時間労働者・非正規労
働者の増大に伴う労働市場の変化に制度が対
応できなかったのではないでしょうか．とこ
ろが，2009 年度の雇用保険法改正以降は，
受給条件の緩和が図られています．日本はど
うすればよいのかということで，また国際比
較になりますが，デンマークにおいては加入
形態はフルタイム被保険者，パートタイム被
保険者等々に分類されています．
スウェーデンにおいては特にパートタイ
ム，フルタイムの区別は加入において問題と
なりません．日本においてパートタイム被保
険者のカテゴリーを設ける，もしくはフルタ
イムとのタイム格差を縮小する等々の処置が
必要ではないでしょうか．また，フランスや
ドイツのような失業扶助制度，スウェーデン
における基礎保険制度なども参考になりま
す．
最後に，教育訓練給付と雇用保険二事業に
ついて．1994 以降，雇用保険財政が悪化し
たにもかかわらず，1994 年度に雇用継続給
付が新設されるなど，雇用保険事業が拡大さ
れました．理由は，雇用維持，能力開発に係
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る制度が失業の未然防止をしてくれるのでは
ないかと期待されたからです．1998年度には，
在職者も含めた被保険者の主体的な能力開発
の取り組みを支援し，雇用の安定と再就職の
促進を図る目的で，教育訓練給付が新設され
ました．この教育訓練給付金ができた時期と
いうのは，職業訓練制度においての民間教育
機関への委託が進み始めており，職業訓練制
度に，ある種の民営化の流れが反映されたわ
けです．労働者個人に対する職業訓練費用の
補助を図った初めての制度であり，企業内で
の訓練による雇用維持から労働者の個人に対
する人的投資や，求職活動支援の重要性が高
まる中で，教育訓練給付制度の役割は非常に
高いはずでした．
ところが，社会的評価が確立した資格が存
在しない分野につきましては，職業能力と密
接に関連していないような講座が指定されて
いる可能性や，指定講座の選定とその内容や
実績情報の開示方法が不明確である点が，黒
澤晶子先生などから指摘されています．そも
そも，八代尚宏先生はこれを雇用保険事業で
行うことに対する疑問をお持ちで，これは私
もそう思うのですが，教育訓練給付が目指し
ているところは何なのか，当然，失業という
リスクに備えた制度でもありませんし，この
制度が失業の未然防止に役立っているのか，
少し疑問は残ります．2003 年以降，制度の
縮小があったものの，2014 年になりますと，
給付拡充の議論が高まり，教育訓練支援給付
金制度創設などの改革も進みました．雇用保
険制度の新たな局面といえます．教育訓練休
暇制度，在職者の職業・教育訓練の補助政策
と見ますと，フランス，ドイツにも類似した
制度があります．フランスにおいては教育訓

練休暇制度が存在し，職業・教育訓練のため
の休暇期間中の賃金（従前賃金の 60 ～
100％）を支給するというものです．ドイツ
においては向上教育訓練と再教育訓練が存在
します．向上教育訓練というのは熟練工の養
成，特に代表的な制度はマイスター制度が存
在します．再教育訓練というのは長期失業者，
低技能労働者のための教育訓練で賃金が補助
される制度です．フランス，ドイツでは，労
働者のスキルアップを目指す訓練と長期失業
者や再教育が必要な労働者への訓練の二重構
造となっております．教育訓練給付について
は，2014 年度の改正によって，前者に比重
がかかる可能性があります．また，財源の問
題といいますと，フランスは労使運営の資金
徴収機関が事業主から徴収した資金を利用し
ており，ドイツは一般財源を利用しています．
日本は雇用保険事業内で行っているので非常
に特殊な制度であります．労働力の流動化，
高度化を促す労働市場政策，もしくは国民全
体に対する普遍的な生涯教育，もしくは
OJTに対する政府の補助政策など，職業・
教育訓練にはさまざまな文脈がありますが，
教育訓練給付制度を根幹としている理念と目
的には，よりいっそうの明確化が必要です．
また，雇用保険制度の範疇で行うため，給付
規模も小さく，財源，受給者の範囲も限られ
ておりますが，求職者支援制度はその補完と
も考えられます．こちらも後ほど議論したい
と思います．
もう一つ，雇用保険二事業について．特に
雇用調整助成金などは不況期に支出の変動が
大きいといえます．となりますと，財源が足
りない．事業主負担の保険料のみでいいので
しょうか．よく議論になるのは，雇用保険二
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事業は，失業というリスクシェアに備えた保
険事業の本来の役割を明らかに超えていま
す．
そもそも，事業主が将来のリスクに対して
資金を積み立てているわけではありません．
一方で，目的税の要素を持ち，リストラ等雇
用上の諸問題が企業行動に起因するところも
多く，これらの問題解決が事業主にも利益を
もたらすために，事業主の保険料のみを原資
とし，国庫負担はありません．一般会計の補
助，もしくは全額負担という意見もあります
が，これは本当に合理的なのでしょうか．特
に労働移動支援助成金の根本的，抜本的拡充．
雇用調整助成金の縮小等々の改革もなされて
います．不況期においてはお金が減ってしま
うのですが，好況期は逆でお金が余る．では，
その余ったときはどうするのかという議論に
なりますが，後者の事業の変換というのも，
一つの政策手段ではないかと思います．
まとめで，雇用保険制度の財政運営につき
ましては，国庫負担の明確な理念が必要です．
日本でいうと，フランス・ドイツ型の財政運
営が一番近いのではないでしょうか．非正規
雇用の適用問題につきましては，短時間労働
者の定義と被保険者区分の問題があります
が，スウェーデン・デンマーク型の制度がい
い示唆ではないでしょうか．教育訓練給付制
度と雇用保険二事業の役割と展望につきまし
ては，積極的労働市場政策の理念を考えます
と，制度の持つ意味は大きいはずです．とこ
ろが，制度設計や財政運営については今後の
論点となるわけです．
最後になりますが，これらの報告を終えた
上で，お二方の先生と議論したい点を幾つか
挙げましたが，中村先生のご報告を聞きまし

たら，フレキシキュリティ・アプローチの問
題は非常に大きいと思います．
特にデンマークモデルの展開，柔軟性の傾
斜ということは問題となっていますが，一方
で，中村先生がおっしゃったように，ドイツ
のワークシェアリングというのが最近注目さ
れています．デンマークモデルが雇用保障で
ありますと，ドイツは職保障だと考えます．
では，ドイツ型のフレキシキュリティ・アプ
ローチの方がよいのかということを議論しま
すが，一方で長期失業率の割合は EUの中で
最も低く，黄金の三角形の骨格が維持されて
います．デンマークモデルはデンマークモデ
ルでいい制度ではないかと思うのですが，フ
レキシキュリティ・アプローチというのは，
それぞれ各国に合った制度にした方がいいの
で，日本においてはどういうフレキシキュリ
ティ・アプローチを導入したらいいのか．こ
れは大きい問題なので，この学会で全て終わ
るかは分かりません．
さらに，久本先生のお話しに関係し，日本
において失業扶助制度を導入する必要がある
のか，また，雇用保険二事業の財政運営はど
うあるべきかについて議論したいと思いま
す．
特にこれからの展望と財政運営ですが，
2010 年度にはリーマンショックのせいで雇
用保険二事業が赤字になってしまい，失業等
給付の積立金から借り入れがなされました．
労働保険特別勘定内の雇用勘定で管理されて
いるのですが，失業等給付の積立金と雇用保
険二事業の余剰資金というのは財源構成と目
的が違います．それらの貸借は本当に財政学
上よいのか．好景気のときは雇用保険二事業
の財源は余っているが，余っているときどう
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すればいいのか．これもちょっと難しい問題
かもしれませんが，先生方とお話しできたら
と思います．
最後に，求職者支援制度は最近できた制度
なので，あまり議論になっていないのかなと
思います．これらもお話しできたらと思いま
す．職業・教育訓練につきましては，日本型
デュアルシステムというふうに，官から民へ
の委託が進んでおります．特に黒澤昌子先生
の論文を見てみますと，民間委託や企業実習
を組み込んだ訓練は，期待されるほどの効果
は上げていない点を指摘しています．では，
官から民へは行けないのか．こういう点も踏
まえて，日本型のデュアルシステムの今後を
先生方とお話しできたらと思います．
以上でコメントと報告を終えさせていただ
きます．ご清聴ありがとうございました．

質疑応答
○司会　いま高橋さんから幾つか問題提起が
ありました．そこで，中村先生・久本先生か
ら，適された課題についての示唆，ないし回
答を頂ければ幸いです．
○中村　高橋さんからは，フレキシキュリテ
ィに関する問題提起をいただきました．
本来，オランダでフレキシキュリティの概
念が提唱されたとき，フレキシキュリティに
おける保障（セキュリティ）の中身は，仕事
を変える期間内における社会保障であったは
ずです．ところが，EUで使われるようにな
ったフレキシキュリティにおける保障の内容
は，社会保障というよりは「雇用の保障
（employment security）を指すようになって
います．
欧州委員会は「雇用の保障」と「仕事の保

障（job security）」とを区別します．1つの
企業で解雇されても次の職場がすぐ見つかる
というのが，雇用の保障です．それは職業紹
介事業の充実や職業訓練の機会の提供によっ
て確保されると言われています．他方，仕事
の保障とは，1つの職場で働きつづけられる
ことを指します．もともとオランダでは社会
保障を意味していたはずだったのが，EUの
レベルに行くと雇用の保障のほうに軸足が移
っていったのだと思います．
デンマーク・モデルは，たぶん私より高橋
さんのほうがよくご存じだと思いますけれど
も，柔軟性を強める方向に変わっていきまし
た．それによりいかなる結果が生まれたかは，
これから注視していく必要があると思いま
す．
ドイツは，典型雇用労働者の労働時間を削
減した分を，非典型雇用の労働者で補うこと
により，ユーロ危機のあと失業率を上昇させ
るのではなく，かえって低下させました．ド
イツにこれが可能であった背景には，EU加
盟国の中でドイツの輸出パフォーマンスが格
段に優れているという事情があると思いま
す．ドイツは賃金抑制を続けることで輸出競
争力を高めました．通説では，ハルツ改革に
よって雇用主負担と賃金水準を抑制すること
ができたから，ドイツの国際競争力は伸びた
ということになっています．私はこの通説に
疑問をいだいております．つまり，ハルツ改
革というのは労働市場の周辺部を対象にした
改革であって，それがドイツ企業の競争力を
高める方向に行ったというのは，ちょっと飛
躍があると思われるのです．むしろ，労働市
場の周辺部だけでなく賃金の上昇が全体とし
て抑制されたせいで経済の競争力が高まっ
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た．
かつて，フランスの財務大臣であった

C.ラガルド（現 IMF専務理事）やルクセン
ブルクの首相であった J-C.ユンケル（現欧
州委員会委員長）は，ドイツによる賃金ダン
ピングや近隣窮乏化政策を批判していました
が，2010 年頃からドイツ経済が立ち直るに
つれて，そうした批判は影を潜めました．そ
れに代わって聞かれるようになったのが，ド
イツの経済発展モデルに対する称賛です．し
かし，ドイツにおける雇用のパフォーマンス
のよさは，けっして他の加盟国には真似がで
きない．なぜなら，ドイツのパフォーマンス
はユーロ圏の内部における構造的な競争力格
差の中で可能になったものだからです．経常
収支赤字・黒字の問題はたいてい，赤字にな
っている国のほうに問題がある，構造改革が
遅れているというふうに処理されますが，ド
イツのように黒字を出している国のほうは内
需の抑制と賃金抑制で輸出をどんどん増や
す．しかも，ユーロ圏では，他の国が輸出競
争力を回復するために通貨を切り下げること
がありません．ドイツが一人勝ちをやってい
るような制度配置がユーロ圏の中でできあが
っています．
ところで，久本先生は，日本に失業扶助制
度が不在であることの問題点を指摘してされ
ました．雇用保険が第 1のセイフティネット
であり，生活保護が最後のセイフティネット
であるとすると，両者の中間にあるセイフテ
ィネットとして失業扶助制度があるのが望ま
しいと，私も思います．ただ，この種の議論
は，欧州に失業扶助制度があった頃はやりや
すかったのですが，ドイツではハルツ改革に
より失業扶助制度自体がなくなってしまい，

日本でこの制度の創設を提案しにくくなって
います．
民主党政権のもとで 2011 年に設けられた
求職者支援制度が，第 2のセイフティネット
として位置づけられましたが，これはいろい
ろな面で使い勝手が悪いという話を聞いてい
ます．実際，制度の内容を見てみると，面接
に行かなかったら給付は打ち切られるとか，
場合によっては自己負担しなければいけない
とか，利用しようとする人にとっては使い勝
手が悪いようです．もうちょっと使い勝手の
いい制度に変えていく必要があるのではない
でしょうか．
○久本　失業扶助制度ということで，いま，
中村先生が言われましたけれども，中間の仕
組みが必要だろうと思っています．その場合，
例えば，生活を支える部分の給付水準をどう
するかとか，そのときに，いま使い勝手が悪
いというお話がありましたけれども，どうす
るんだというのを議論すべきで，いまの制度
ではおそらく，うまくいかないと思っていま
す．
失業して何もなかったら生活保護をすぐく
れるならいいですが，そうではないわけです
よ．そうすると，生活保護ももらえないし，
失業給付もなし，ある意味ほったらかしなわ
けであって，果たしてそれでいいのかという
ことです．その間に崖があって，崖に落ちた
らどうしようもないという感じになっている
ので，その制度設計をどうするかというのを
踏まえて考える必要があるかと思います．
ドイツのもともと失業給付というのは，失
業手当が 3分 2に対して，失業扶助は 1割ぐ
らい低くて 5割ぐらいという感じだったわけ
ですが，それは若干高いのではないかと，私
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自身は思っています．
家族の扶養義務とか，議論する必要がある
と思いますし，いまの制度の使い勝手がいい
とは，私はまったく思っていません．
つぎに，二事業の展望というところですけ
れども，これは財政運営の問題で，私は専門
ではありませんが，二事業が雇用保険である
ことによって厚生労働省がかなり裁量的な政
策を打つことができることが重要です．目的
税とした場合でも，税金としますと財務省の
管轄にきっとなります．財務省の管轄になる
と，いまのように自由な政策を打ちにくくな
ります．今は補助金の給付の割合なんかも省
令で変えられますので，労働市場の変化に迅
速に対応できるというよさがあって，それが
目的税化すると，対応が手遅れになる可能性
が少なくないと思っています．
もちろん，雇用保険の難しさというのは，
景気のいいときにはお金はたまるんだけど，
景気が悪いとお金が減る．ところが景気が悪
いときにものすごくお金がいるということで
す．
収入と支出の関係が真逆というところで，
中長期的に，どういうふうにそれを財政的に，
先ほど貸し借りというお話がありましたけれ
ども，ここをどうするのか．いまは補助金が
何兆円か余っているのではないかと思います
が，いまどきこの財政難でお金のないところ
にそんなお金があるのかみたいに，すぐ言わ
れるわけです．
そこの将来的な読みというのはなかなか難
しい．経済的なショックの場合も，何兆円ぐ
らい積んでおくのがいいのかということも含
めて，ある意味で，2年間でリーマンショッ
クのときは 1兆円ぐらいぽんとやったわけで

すけれども，それぐらいのものをどこかで持
っておく必要があるということだろうと思い
ます．
年金ではありませんが，マーケットが安定
していればいいんですけど，非常に不安定だ
と困る．資本主義はそういうものだと思うん
ですが，それを前提としたら，危機の時に対
応できるゆとりを持っておく必要があると思
っています．だから，目的税化に対しては，
ややネガティブです．もちろん，使い方に関
しては非常に難しくて，むしろこれをいかに
有効に積極的労働市場政策につなげるかとい
うことで，そのプランに頭をひねっていると
いうのが，現場の状況でしょう．
それとの関係で，日本型デュアルシステム
というがありますが，ドイツのデュアルシス
テムをお金を投入してやろうという制度なん
ですが，こんなもの成功するわけがないとい
うのが，私の当初からの考えです．ドイツの
職業訓練システム，社会の在り方と，日本の
職業訓練システムの在り方がまったく違う．
若年失業の問題解決，先ほど言いましたけれ
ども，日本の問題解決の仕方とドイツの問題
解決の仕方は違うので，ドイツから学ぶとい
うのは　それはそれで悪くはないのですが，
表面をまねるだけの政策はお金だけ掛かっ
て，おそらく成果は産まないという，初めか
ら失敗が見えていた政策だと思います．
もちろん，失敗はすべて駄目だというので
はなくて，どんなものがいいのかを，われわ
れ議論することが必要であろうと思っていま
す．
○司会　ありがとうございました．それでは，
高橋さんから，回答に対するフィードバック
をお願いします．
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○高橋　確かに，中村先生のおっしゃるよう
に，万能薬となる制度は存在しないと思いま
す．デンマークモデルの限界といいますが，
先ほどおっしゃった，ハルツ改革のおかげで
競争力がアップしたのではなくて，賃金の減
少が大きかったのではないかということで，
ドイツモデルを普遍化するということ自体が
難しいとなると，それぞれの国に適したフレ
キシキュリティ・アプローチを築いていくこ
とが大事だと思います．
失業扶助制度につきましては，失業保険と
生活保護の中間の仕組みという点で，重要な
制度になると思います．
雇用保険二事業につきましては，よく一般
財源を用いるべきとの指摘がみられますが，
久本先生がおっしゃるように，厚労省の裁量
という問題が確かにあると思います．目的税
化してしまうと財務省の管轄となって自由性
がなくなってしまう点を考えると，事業主負
担というのが合理的なのかもしれません．
職業・教育訓練につきましては，日本型デ
ュアルシステムという言葉をよく聞きます
が，，官から民への委託，すなわち，雇用能
力開発機構が廃止になった 2008 年以降から
民間でできることは民間でという傾向が強ま
っているのかなと思います．ただし，久本先
生がおっしゃったように，ドイツのモデルを
模したところで，お金は掛かっても成功しな
いということも考えられます．よって，外国
のモデルを模すのみならず，日本独自の制度
を構築していくことが重要であると思いま
す．
○司会　ありがとうございました．では，フ
ロアから質問や意見をお願いします．
○会場 1　質問はフレキシキュリティーに関

してです．もともと自分の理解なので間違っ
ているかもしれないんですが，オランダのフ
レキシキュリティーというものは，言ってい
るようなフレキシキュリティーとは違って，
職から職への移動というか，一つの企業では
なくて，いろいろな企業を渡り歩くような，
そういうフレキシキュリティーと思うんで
す．
オランダの方はどちらかというと，労働時
間の柔軟化によるワークシェアに近いような
ものだったのではないかなと思っているんで
すけれども，そういう自分の認識が前提にあ
る質問です．
その場合，ドイツもワークシェアの発想と
いう点で，社会政策として評価されている面
がかなりあると思うんですけれども，その場
合，オランダのワークシェアがフレキシキュ
リティーと言われたと思うんですが，なぜ，
そのフレキシキュリティーという言葉が聞か
れなくなって，ワークシェアという言葉が残
ったのかということをお聞きしたいのと．
日本型フレキシキュリティーの議論があっ
たというお話があって，これは久本先生に質
問することかもしれないんですけれども，そ
れは何を目指すようなものだったのかとい
う，ヨーロッパではやっていたから日本で議
論しようという話だったのか，具体的な課題
があって，日本型フレキシキュリティーを目
指そうとしたのかということをお聞きしたい
です．
○司会　関連してご質問があると思いますの
で，引き続きあればお願いします．
○会場 2　今日の雇用政策ということで，質
問の内容が自分の興味になってしまうんです
が，私自身，1976 年生まれで，ちょうどバ
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ブル崩壊の就職氷河期に引っ掛かって，私は
大学院志望だったんですが，自分と同世代の
人が就職氷河期のきついところに引っ掛かっ
て，同じ年の人で非正規のまま 30 代後半に
差し掛かっている人が多いということで，日
本のこの問題というのを今日は何か・・・来
させていただいたので，その観点から質問さ
せていただこうと思うのですが．
仕事をしてからの職業訓練で，ちょうどい
ま，経営学者のドラッガーの本で，これから
は知識社会なので，知識社会になっていくと
知識労働者になっていくので，むしろ就職を
した人の訓練が必要になってくると．
いままでだったら 20 歳までに教育を受け
たことで一生飯を食っていけたけれども，一
生勉強しなければいけない．特に，大学なん
かが職業訓練を引き受ける重要性というのが
高くなってくるだろうと．
久本先生も，大学院の公共政策の大学院を
やっていて，在職者向けの大学院の教育をさ
れているんですが，一方でポスドクの就労問
題というのもあるんですが，それを考えると，
在職者向けの教育訓練を大学内で受けて，大
学院が生きていく知識というのを教えられる
んだったら，逆にポスドクの人も，例えば社
会に役立つような双方向の職業訓練というの
ができるのではないか．
そうすることで，例えば，社会人教育がで
きる大学院教諭も育てられるのではないかな
ということで，大学院が今後，日本の職業訓
練に果たす役割を，久本先生にご意見を伺い
たいのですが．
もう 1点，私は NPOをやっているんです
が，この NPOというのが，実はニートでも
ない，失業者でもないという中間形態ではな

いかなと．今日の中村先生のお話で，社会的
な包摂という言葉で，最初の・・・をやると
きに働いているか働いていないかだけではな
く，社会との関わりとか社会の一員としての
貢献というものがある．
これもまた，ドラッガーなんかが書いてい
ることなんですが，NPOというのは，無給
のボランティアスタッフもいて，しかもそれ
は，無給のボランティアスタッフではなくて
マネジメントとして，リーダーの役割も
NPOで果たしていて，例えばアメリカだと，
そういう人たちが社会に対して貢献している
というやり方があって，一時期日本でも
NPOというのが雇用後の担い手として，政
府が押していた時期もあります．
実際問題としては，NPOは給料も安いで
すし，まだまだ未成熟な業界なんですが，例
えばこういった NPOとか，社会セクターの
ボランティア活動というのと職業訓練を結び
付けるような発想ということに関して，欧米
は日本よりも NPOが進んでいると言われて
います．
例えば，EUの包摂政策であるところの包
摂という観点からいうと，単なる職業訓練，
あるいは NPOが職業訓練ができたり，そう
いう可能性について，もし何かご意見があれ
ば，中村先生，久本先生，両先生からご意見
を伺いたいと思います．
○司会　少し大きい質問が出ましたので，1
回ここで止めましてご意見を伺いたいと思い
ます．中村先生からお願いします．
○中村　オランダのフレキシキュリティ・モ
デルは，解雇規制を緩和すると同時に，派遣
労働を推進して職の移動をうながすというモ
デルですよね．たとえ期限付きの雇用契約や
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派遣労働であってもとりあえず仕事に就い
て，次の新しい職場を探してもらうという発
想だと思います．
次に，フレキシキュリティがなぜ推奨され
なくなったのかという問題です．EUは，フ
レキシキュリティの推進という政策目標を公
式に放棄したわけではありません．ただ，ワ
ーク・シェアリングによるドイツでの「雇用
の奇跡」を目の当りにして，かつてのように
熱心にフレキシキュリティの普及に取り組む
ことがなくなったのです．かといって，ワー
ク・シェアリングが EUの雇用政策のキーワ
ードとしていま一度脚光を浴びているという
状態でもないと思います．
次に，職業訓練と社会的包摂における

NPOの役割という問題です．これはヨーロ
ッパでは，「連帯経済」という概念によって
総括され，政府の政策によっても促進されて
いる部門ですね．
たとえば，失業者に対して，ある程度の職
場や職業訓練の場を，営利企業でも公的企業
でもない協同組合や NPOが提供する．そう
した取り組みに対して，各国の政府が，場合
によっては EUの欧州社会基金（ESF）が補
助金を支給しています．こうした連帯経済の
諸セクターは，通常の労働市場で就職するの
が当面は困難な人びとを受け入れて，職業訓
練の要素をともなう作業，食堂や小売店での
仕事，あるいは社会的な居場所などを提供し
ています．ヨーロッパではこうした協同組合
や NPOなどが，いまでは労働人口の 5～ 6％
を雇用していると言われています．
日本でも協同組合事業や NPOが徐々に盛

んになってはきていますが，まだヨーロッパ
の水準には達していません．日本でも，まず

は連帯経済というものを公的に認知して，そ
れに対する奨励措置や補助金を出していく取
り組みが必要になるでしょう．
○久本　最初の，日本型フレキシキュリティ
ー．先ほどの日本型デュアルシステムとも関
連するんですが，まったく違うものを日本型
と名前を付けて言っているようなときがよく
あります．だから，私は正直言ってよく分か
らないとしか言いようがない．何を思って日
本型と言ったのか，また教えていただきたい．
私自体がよく分からない．
何でも日本型とか何とかとか，すぐ流行語
を引っ付けて，やるのが日本は大好きなんで
すが，学問的ではないことが多いので，それ
はいったい何を意味しているのかということ
を教えていただかないとお答えできないなと
いうのが正直なところです．
2番目に，大学院の職業教育の果たす役割
ですが，職業人というか，社会人がどういう
教育訓練を求めているのか．もしくは，企業
がどういう職業教育訓練を求めているのかと
いうところが重要で，日本はどうしても供給
側から，こういうのをつくったらどうかと言
いますけど，需要がないのに供給だけつくっ
てもだいたい失敗するんです．
需要がどこにあるのか，企業もしくは個人
がお金を出して何をやっているかということ
が一番重要で，そこに即応できるような，そ
れをお金がない人もやれるようなシステムと
いうふうに考えた方が効率的だと思います．
箱物行政でもないですけれども，大学も生
き残るために何かしなければと，つまり，需
要を考えずに供給だけ考えると，ロウスクー
ルでもないですけれども，必ず問題が発生す
るということは見えているわけですが，それ
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でも，日本はまたそういうことをやりかねな
いので，そこは気を付けた方がいいのではな
いかと，思っています．
キャリアアップしたいと思う個人と企業自
体がどういう職業訓練を求めているのか，在
職者に対して．そこをしっかり調べるという
ことがまず出発点で，繰り返しになりますけ
れども，それに対してお金も時間もないから
できないという人たちがいっぱいいるわけで
す．そこに対して何らかの補助をやるという
考え方に立たないといけないんですが，なか
なかできませんというのが現実です．
もう一つ，NPOに関してですけれども，

日本の行政はものすごくたくさん使っていま
す．福祉もそうですけれども，いま日本の
NPOというのは行政の下請け機関ではない
かという批判すらあるぐらいなんです．
自分のところでやるお金はないんだけれど
も，少し補助金を付けて，行政がやらなけれ
ばいけない仕事を NPOにやってもらってい
るというのはたくさんあります．行政が
NPOに任している，むしろ増えすぎている
ようなところがあって，それは本当にいいの
かどうかという，本当は本体がやらなければ
いけないのではないかという議論さえ起こっ
ているというのが現実で，NPOに任せすぎ
ではないかと思います．
きのう，京都府の会議があったんですが，
京都は「若者就職支援条例」というのをつく
りまして，そこで若者の就職困難者に対する
いろいろなサービスみたいなプランを，NPO

に手を挙げてもらって，そこに補助金を出し
て運営してもらう．例えば，設備をつくるの
であれば，固定資産税を半分減免するという
ことをやっています．

こういうのはいろいろなところでいっぱい
やっていて，行政的な福祉というところもそ
うですし，職業関係もそうですけれども，
NPOに参加させてという状況では，日本で
は参加させすぎ，安直にやりすぎというのが
現状です．

NPOといっても仕事を回さなければいけ
ません．ボランティアでは絶対いけません．
当然有給でやらないと暮らしていけないわけ
ですけれども，そういうふうなところに，む
しろ問題があると私は意識しています．

NPOを使ったらというお話がありますが，
すでに使いすぎというか，安上がりに使って
いるというところもあって，どう育てていく
かという意識の高い人たちが NPO団体をい
っぱい持ってやっているんですけれども，す
ぐ NPOに頼るというふうに，見なされてい
ます．
お金も毎年あるのではなくて 3年だけある
とか，5 年だけあるとか，1 年だからとか，
そんなものばっかり来るので非常に不安定
な，そういったサービスに対して，行政はす
ぐ目玉でアピールするような事業でお金をぽ
んと投げるわけなんですけれども，そのお金
をどう使うかというのは行政の役割ですが，
むしろ使いすぎが問題ではないかという議論
をした方がいいのではないかというのが，私
の認識です．
○司会　では質疑の第 2ラウンドに進みたい
と思います．なお，先ほど久本先生から，質
問の意味がよく分からないとの発言がありま
したので，この点についてから始めたいと思
います．
○久本　日本型とは何か．
○会場 1　僕自身も日本型のフレキシキュリ
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ティーというものがあまり分かっていたわけ
ではなかったんですけれども，先ほどの中村
先生のご報告で，日本でもフレキシキュリテ
ィーの議論がされたということで，教えてほ
しかったというのがありました．
○中村　日本版フレキシキュリティにつきま
しては，そういうものを議論し考案していこ
うという動きが日本の研究者やシンクタンク
の中にあったというだけで，それ以上のもの
ではありません．フレキシキュリティに関す
るヨーロッパでの議論が低調になるにともな
い，日本での研究や提言も下火になっていっ
たようです．
○司会　それでは，再度フロアから質疑をお
願いします．
○会場 3　中村先生にお尋ねしたいことがご
ざいます．私自身，社会的包摂というのもど
のようなものかというのは難しいものだとい
うのは分かってはいるんですけれども．
現在のヨーロッパの流れの中で結局のとこ
ろ，包摂というものがアクティベーションだ
ったり，フレキシキュリティーだったり，包
摂イコールアクティベーションだ，みたいな
ものとして認識されているのでしょうか．
要は，先生のご報告の中でも，2006 年の
欧州理事会での包摂への三つの目標の中で
は，社会への参加ということと，労働市場へ
の参加というのは別に分けていると．だから，
欧州理事会の認識としては，社会と包摂とい
うものが必ずしも労働市場への参加一辺倒で
はないという認識であるということは，先ほ
どご紹介いただいたのですけれども．
ただ，そこから月日が流れて現在のヨーロ
ッパのそれぞれの政策の中で，結局のところ，
労働市場への参加へと包摂の内容が傾いてい

るのではないか．それがアームストロング氏
の指摘の中にもあります，就労アクティベー
ションをほうふつさせるものになっているの
か．
ヨーロッパの議論ではないですけれども，
宮本太郎先生なんかも包摂する社会というも
のの話をいろいろと日本でもおっしゃいます
けれども，本人は否定されますが，どう見て
もアクティベーションにしか見えないような
プランを出されます．
結局のところ，ヨーロッパのいまの認識と
いいますか，EUの中でもそのように包摂と
いうのは位置付けられているのでしょうか．
先生のお考えをお聞かせいただけると幸いで
す．
○司会　もうお一人いかがでしょう．
○会場 4　僕は地方財政と地域経済を専門と
しながら福祉の問題を研究しておりまして，
博士論文は生活保護の自立支援プログラムと
いうのを数年前に書きました．
そのときに学んだことは，自治体がどうこ
れから就労に結び付けて考えていくのかとい
う自立支援プログラムです．2007 年のころ
から国が労働問題を考えるわけではなくて，
自治体がどういうふうに労働問題を考えると
か，それも働きたいと思っている人たちの支
援ではなくて，働きたくないと思っている人
たちにどういう労働インセンティブを与える
のかというのがテーマで，北海道から鹿児島
の辺りまでケースワーカーさんとヒアリング
していると，生活保護の問題はまず働く気に
させることだというのが問題の 1番に，どこ
でも言われることでした．
ですが，自立支援プログラムがスタートし
て，多くの自治体でヒアリングをしても，プ
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ログラムを組める自治体は存在しないという
のが実態で，制度はあるんですが，実際にそ
れが運用できている自治体はほとんどないと
いうことも分かりました．
それは，日ごろのケースワーカーさんの仕
事の負担の増加です．特に京都や大阪地区と
か新宿とか，大都市圏における貧困の問題は
公務員に対する負担が多くなってきている．
負担というか，仕事が増えてきているという
ので，非正規雇用まで使ってケースワーカー
さんをやるという時代に入ってきているわけ
です．
そうすると，先ほどの国の予算だけではな
くて，自治体が 4分の 1の負担を強いられて
いる生活保護なので，これからの自立支援プ
ログラムをちゃんと遂行して，保護率を減ら
さなければ，もっと地方に負担を増やすぞと
いうプレッシャーを国が掛けていく中で，ど
ういうふうにして自治体が，しかも財源がな
いところで，先ほどの京都のような大都市圏
は財源があるので，いろいろな条例等をつく
っていけると思うんですけれども．
県内のある自治体がどうやってやるのか．
小さい自治体は県がするとしても，それなり
の施策を立てていく．働く気がない人たちに
どうやって支援をしていくのかというのは，
今日のテーマとはちょっと違うかもしれませ
んけれども，自治体施策としてどう取り組む
べきなのかというところを教えていただけれ
ばと思います．
○司会　それでは，頂いた二つ質問について
久本先生からお願いします．
○久本　京都は京都府なので県レベルという
ふうにご理解ください．労働行政はだいたい
府とか県レベルが中心にしてやるということ

です．京都の経験しかありませんけれども，
京都はそれなりに結構頑張っていると個人的
には思っています．
予算がないところをどうするかというの
は，なかなか厳しい話なので，そこはどうす
るかと聞かれるよりは，こういうのはどうか
と言っていただいた方が，私としてはうれし
いです．
働きたくない人は，どのようにして生活を
維持しているのかというのが，おそらくポイ
ントになるんだろうと思います．お金がたく
さんあって，私は資産が 10 億円ぐらいある
から働きたくないという人に対して，福祉プ
ログラムをやってよというのもないと思うん
です．
働きたくないけれども生活困窮していると
いう状況はきっとあると思うんです．それは
いったいどういうことなのかということで
す．どうやって生活を維持しているのか．そ
れから，そこにやっぱり，ジョブパークでも
そうですけれども，就職困難者というのは精
神的な不安感とか，いろいろそういったもの
があって，働きたくないのではなくて精神的
に働けない人というのが結構いるので．
体力的にはいけるんだけど精神的に働けな
いという人たちが，就職支援で決まらなくて
どんどん滞留していくんです．働けない人た
ちばかりどんどんたまっていく状態になっ
て，こういう人たちにどういう施策を取った
らいいのか非常に大きな問題です．
働けない人に無理やり働けと言うのかとい
うのもあります．そこはものすごく難しいと
私は思っています．京都の働きたくない人の
問題ではなくて，働けない人の問題というの
が，いま重要になっているというところです．
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生活できるなら，私はそんなに問題ではな
いというのが個人的な感じです．働きたくな
い人の問題は深刻かなと思っています．生活
保護率を下げろという圧力があるのは当たり
前のことなのですが，当たり前のように自治
体が，特に生活保護率の高い市町村には，も
のすごく圧力が強く来るわけです．
それはリアルな問題としてあって，国と地
方自治体の財政負担の綱引きがあるわけで
す．国としてはこれだけ財政赤字だから地方
負担を増やそう，国の割合を減らそうとする
し，自治体は一生懸命押し戻して，10 割負
担だろうとやっている．それはあるわけです
けれども．
生活保護の問題をどうするかというのは，
また一つ大きなテーマなので，少なくともこ
の場では議論が大きすぎてできないというの
が正直なところです．私はこれぐらいしかお
答えできません．
○中村　質問者（会場 4）の問題提起に対し
ましては，手前味噌で恐縮ですが，ドイツで
のホームレス生活者支援事業について私が見
聞したことをお話しして，返答に代えさせて
いただきます．
私は 2000 年から 2003 年にかけて，ドイツ
とフランスにおけるホームレス生活者支援の
制度と支援事業の現場とを調査しました．訪
問した事業所の中で私が最も優れていると感
じたのは，ドイツのニーダーザクセン州にあ
るオルデンブルク市という小さな街で，プロ
テスタント系の社会福祉団体であるディアコ
ニーが運営している事業所です．私がここを
訪問したのはハルツ改革前の 2002 年だった
ものですから，同市のディアコニーは，当時
の連邦社会扶助法（日本の生活保護法に相当）

による公的扶助を受給している長期失業者や
ホームレス生活者への就労・生活支援を行な
っておりました．そこではホームレス生活者
に対して，公的扶助を受けながらまずは自分
の賃貸住宅を確保することを支援し，そのう
えで，中古の家具を修繕して安価で販売する
工房での賃金労働を提供しています．修繕作
業の指導は家具職人が行なっており，職業上
の講習や資格取得の支援もなされていまし
た．「社会的百貨店」と呼ばれる販売所に並
んでいる種類豊富な家具類は，市販の商品に
も見劣りしない質のものでした．
想像に難くないんですけど，野宿した経験
のある人は，生活上のいろいろな問題をかか
えていると思います．勤労意欲はかなり減退
した状態であるかもしれませんし，アルコー
ル依存や社会的孤立の問題もあるでしょう．
通常の労働市場で就労する以前に解決される
べき課題がいくつもあります．典型雇用のフ
ルタイムで働くというところまで行かなくて
も，公的扶助と工房での賃金または報奨金と
を得ながらホームレス生活者が生活のリズム
と技能と自尊心を獲得することに，オルデン
ブルク市のディアコニーはかなり成功してい
ると思います．そして，技能や資格をもたず，
当初は働く意欲も乏しい人が社会に復帰して
いく糸口が，このプロジェクトにはあるよう
に感じました．以上は，あくまで私の印象に
すぎませんけれども．
次に，社会的包摂につきましては，質問者

（会場３）がおっしゃったことに付け加える
べきことを私はほとんどもちあわせておりま
せん．EUにおいて，社会的包摂はたしかに
就労アクティベーションに限定されない側面
を公式にも有していて，欧州委員会のアプロ
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ーチで言いますと，就労アクティベーション
と最低限生活保障と付き添い支援という 3つ
の要素をうまく組み合わせることが語られて
はいますが，これは欧州委員会が語っている
ことであって，加盟国の政府がそう語ってい
るわけではありません．政策の現場では，や
はり就労アクティベーションが前面に出てい
ます．
それから念のため申し上げておきますが，
私はフレキシキュリティを推奨しているので
はけっしてありません．むしろどちらかとい
うと問題があると思っています．
ドイツはたしかに就業率が高く失業率が低
くて，良好なパフォーマンスを誇っているに
もかかわらず，意外なことにパートタイム労
働と期限付き雇用の比率が，EU加盟国の中
ではトップのオランダに次いで高い．そこで，
ドイツでも問題になってくるのがワーキン
グ・プアです．あれほど経済パフォーマンス
がいいのにドイツでワーキング・プアが増え
ていることは，私の報告の図表 2でも示され
ています．
就労しているにもかかわらず貧困と社会的
排除のリスクに直面している人の数が増えて
いっている以上，フレキシキュリティの追求
は好ましくないと思います．
○司会　ありがとうございました．最後に司
会者から 1点質問があります．このシンポジ
ウムのテーマはリーマン危機後の先進諸国に
あける社会保障政策・労働市場政策の進展で
した．ところが，講演された内容やその後の
議論の大半が，リーマン危機以前からずっと
続いているものとして語られてきました．こ
のため，質疑の中にもリーマン危機以降に特
化したものもありませんでしたので，敢えて

この点を，お伺いしたいと思います．
講演の中でユーロ危機を契機にトランスナ
ショナルの緊縮財政監視レジームが構築され
る．財政赤字を増やして，社会保障や雇用を
増やすことができにくくなったことを指摘さ
れました．
この状況が続くと，ワーキングプアを増や
す方向に行くのではないかとの懸念を持たざ
るを得ません．
それに加えて，最後の方で出されましたよ
うに，2015 年秋のパリのテロの前から中東
から難民が続々とやって来ている．ドイツの
メルケル首相が，倫理的観点から積極的に受
け入れるべきだと言った．とされていますが
ドイツ企業の中には，難民がたくさん来れば
来るほど賃金を下げられるとの目論見から，
もっと受け入れることを主張したとの記事も
見受けられます．
そうすると欧州ではますます，ワーキング
プアが増えていくことが懸念されます．
この点は，リーマン危機後の新たな課題で
はないかと思われますので，先生方のご意見
とか見解をお伺いできればと思います．
○中村　EUがユーロ危機，あるいはポスト・
ユーロ危機から立ち直る暇もないまま，2015
年には EU全体で 175 万人に上る難民申請が
あり，難民の受け入れ分担をめぐっても加盟
国間で亀裂が生じました．
実は，EUは 2000 年以降，欧州委員会の
提案を受けて，さしあたりは難民ではなく
EU域外からの移民を念頭に置きながら，そ
うした移民の地位を，EU加盟国の市民が享
受している地位へと可能な限り近づけていく
ための EU法を制定しはじめました．その背
景には，高技能の労働力を確保するというね
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らいもあるのでしょうが，しかし，この動き
は他面では，市民としての地位が EUの境界
線すら越えていく，EUシティズンシップを
すら越えていくという側面を明らかにふくん
でいます．そうしたシティズンシップを，欧
州委員会は 2000 年に公表した文書の中で
civic citizenshipと名づけました．
この civic citizenshipの構想を具体化した
のが，2003 年に相次いで採択された「家族
再結合指令」と「長期居住者指令」です．前
者の指令は，EU域内にすでに滞在している
移民が呼び寄せる家族の権利を規定するもの
です．そして後者の指令は，いずれかの EU

加盟国に合法的に 5年以上居住している移民
に「長期居住者」としての地位を認め，就労，
社会保障，税制などの面で「加盟国国民と同
等の処遇」をするよう加盟国に義務づけるも
のです．そして，2011 年には後者の「長期
居住者指令」が改正されて，難民にもこれを
適用することになりました．
そこに起きたのが，中東と北アフリカから
のあの難民の波でした．しかも，2015 年 11
月におけるパリでのテロ事件が，移民と難民

に対する EU市民のまなざしをさらに大きく
変えつつあるようです．長い眼で見るなら，
EUとその加盟国はさまざまな次元のシティ
ズンシップを外に向かって徐々に開放してい
くことになるとは思いますが，その動きは当
面は停滞するでしょうし，場合によってはバ
ックラッシュが起きるかもしれません．
○司会　ありがとうございました．このシン
ポジウムのテーマとしては，リーマン危機後
の先進諸国における社会保障政策・労働市場
政策の進展でしたが，リーマン危機後にとど
まらず，日本も含めてどういうふうに社会保
障，さらには生活保護を含めて労働市場政策
をどのようにしていくべきかまで深く議論で
きたのではないかと思います．
高橋さんの報告からも研究報告と論点整理
の両方が含まれておりシンポジウムを締めて
いただいたと思っています．
お二方の講師の先生，それから研究報告と
論点整理をしてもらいました高橋さんのお三
方に拍手で感謝の意をお伝え頂ければと思い
ます．ありがとうございました．


